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➡委員定数：３委員会、各６名 

   所管：市民経済部を建設産業委員会から総務委員会に移動 

   所管変更に伴い、「建設産業委員会」を「建設委員会」とする。（総務委員会、文教厚生

委員会の名称は現状どおりとする）

 ➡施行日は委員の定数が変わる日とする。委員会の名称、所管事項を変更する日は、委

員の定数が変わる日と同じとする。 

 ➡検証する 

 ➡非公式会議とせず、事務局は出席 

 ➡委員任期は現状どおり１年とする 

➡明文化しない 

➡複数化する・しないに関わらず増額しない 

➡正副委員長に手当を新設  

  ・常任委員会（予算・決算委員会は除く）／特別委員会 

  ・広報系３委員会は常任・特別委員会より額を低く設定 

  ・議会運営委員会は否 
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➡議員報酬を増額する 

 

 

➡政務活動費運用指針の使途基準を見直す。政務活動費の額は現状のまま 

➡現状どおり。議長副議長の任期は 1 年とする 

➡現状どおり。明文化しない。 
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